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「物価高倒産」の動向（2026 年 4 月） 

当レ ポー トの 著作 権 は株式 会 社帝 国 デー タ バンク

に帰属します。  

当レポートはプレスリリース用資料として作成して

おります。著作権法の範囲内でご利用いただき、  

私的利用を超えた複製および転載を固く禁じます。  

「物価高倒産」の動向（2026 年 4 月） 
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2026 年４月における「物価高倒産」は 108 件発生し、前年同月（71 件）から 5 割増となった

ほか、単月の発生件数としては集計を開始した 2018 年以降で最多。2026 年 1～4 月の累

計では 346 件となり、前年同期の 295 件を約 2 割上回るペースで、年間最多を更新する可

能性がある。 

 

株式会社帝国データバンクは、法的整理（倒産）となった企業のうち、原油や燃料、原材料などの「仕入れ価格上昇」、取引先からの

値下げ圧力などで価格転嫁できなかった「値上げ難」などにより、収益が維持できずに倒産した企業を「物価高倒産」と定義し、集計

分析を行った。 

[注]   

集計期間：20１８年 1 月 1 日～2026 年 4 月 30 日まで  
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「建設業」の物価高倒産 8 割増 

5 月以降「石油危機」倒産の発生懸念 
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「物価高倒産」の動向（2026 年 4 月） 

「物価高倒産」が急増 4 月は 108 件で過去最多、前年比 5 割増 

 燃料や原材料などの「仕入価格の上昇」を価格転嫁できない「値上げ難」などにより、収益性が悪化し

た「物価高（インフレ）倒産」が再び急増局面に転じた。2026 年４月における「物価高倒産」は 108 件発

生し、前年同月（71 件）から 5 割増となったほか、単月の発生件数としては集計を開始した 2018 年以

降で最多を更新した。2026 年 1～4 月の累計でも 346 件となり、前年同期：295 件を約 2 割上回る

ペースで、年間最多を更新する可能性がある。 

 4月に発生した「物価高倒産」を要因別（重複含む）にみると、最も多いのは「原材料」要因の倒産で 63

件、4 月全体の 58.3％を占めた。前年 4 月（30 件・42.3％）から大幅に増加したほか、2025 年 3 月

（54.8％）以来 1 年 1 カ月ぶりに半数を超えた。次いで「人件費」（24 件・22.2％）、電気・ガスなど「エ

ネルギー」（16 件・14.8％）と続いたものの、いずれの要因も前年同月に比べて割合が低下した。 

 なお、足元で進む「ナフサ供給不足」による物価高倒産の発生は、5 月 13 日時点で確認できなかった。 

「物価高倒産」の推移・要因別集計  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「建設業」で 8 割増、資材高の影響大 
 4 月の「物価高倒産」のうち、最も多かった業種は「建設業」で 33 件（30.6％）を占めた。前年同月

（18 件）から約 8 割の増加となり、単月として過去最多を更新した。建設業のうち、特に多いのは「総合

工事」（20 件）で、なかでも戸建て住宅や集合住宅などの新築施工を主体とする「木造建築工事」（12 件）

が多くを占め、木造建築工事における単月の物価高倒産としては、2018 年の集計開始以降で最多とな

った。また、建設業における物価高倒産の要因別集計では、鋼材や木材、コンクリートといった資材費の

高騰による「原材料高」由来の倒産が 23 件を占め、全要因の中で最多だった。足元で急速に悪化する

「ナフサ供給不足」による影響は確認できなかったものの、従前から続いたウッドショックや物価高の影響

による建築資材の価格高騰に加え、若手職人の不足と高齢職人の引退などが重なったことで現場作業

員が不足し、外注費の高騰のほか「人件費増」による倒産もみられた。 

 次いで多かったのは「製造業」「小売業」（各 20 件）で、製造業では「食料品・飼料・飲料製造」（6 件）

が、小売業では「飲食店」（10 件）が最も多かった。 

「物価高倒産」件数推移  

 

要因別 件数推移  

（主な要因、各 4 月集計時点）  

 

0

25

50

75

100

125

2022 2023 2024 2025 2026

18
16

25 

30 

63 

14

10

22 24

0

25

50

75

2022 2023 2024 2025 2026

（年）

[対象] 法的整理（負債1,000万円以上）のうち、原油や燃料、原材料などの「仕入れ価格上昇」、
取引先からの値下げ圧力などで価格転嫁できなかった「値上げ難」などにより、収益が
維持できずに倒産した企業

（件）

2026年4月

タクシー業の
損益動向が「赤字」 （58.3％）件

（各4月）

[注] 要因は複数該当するケースを含む
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「物価高倒産」の動向（2026 年 4 月） 

「物価高倒産」業種別集計  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5 月以降「石油危機倒産」発生の可能性も 

 足元では、中東情勢の急激な悪化に端を発した原油の不足や、ナフサ（粗製ガソリン）の供給不安から

石油化学製品を中心に価格の高騰や在庫不足といった形で影響が顕在化してきた。4 月時点ではナフ

サ供給難に伴う物価高倒産の発生は確認できなかったものの、今後、中東情勢次第では原油価格の上

昇、そして物価高がさらに進むことも予想される。軽油などの燃料が事業に欠かせない運輸業や、化石

燃料由来の資材を多用する建設・製造業にとっては特に影響が大きく、原油不足や石化製品の価格高騰

による「オイルショック倒産」が 5 月以降に発生する可能性は十分にあると考えられ、今後の動向を注意

深く見守る必要がある。 

業種別の発生件数  

 ※：単位は件。（）内は前年同月比

2026年4月(当月)2025年4月業種別

（+83.3%）3318建設業

（+42.9%）2014製造業

（+100.0%）84卸売業

(＋33.3%)2015小売業

（±0.0%）1010運輸・通信業

（+50.0%）128サービス業

（―）30不動産業

（±0.0%）22その他

（+52.1%）10871単月合計

うち「木造建築工事」 12件

総合工事業 20件

職別工事業 10件

設備工事業 3件

うち「塗装工事」 3件

「一般管工事」など 各1件

食料品・飼料・飲料製造 6件

飲食店 10件


